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医学部を有する大学における患者図書室と 
医学図書館の実態と課題に関する研究
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抄録

本稿の目的は，大学医学部の患者図書室と医学図書館を調査し，全国の医科大学でどの程度の地域貢
献があり，どのような問題があるかを明らかにすることであった．方法は日本医学図書館協会の会員
統計を中心に行った．調査の結果，全国の大学医学部の患者図書室が 7割に設置され，医学図書館の
一般開放は 6割強であることがわかった．また患者図書室には正規職員の専任司書が配置されている
大学があることが判明した．患者図書室の設置と医学図書館の一般開放は，地域住民が必要に応じて
医学情報へ自由にアクセスを可能とする環境であることが示唆された．
キーワード：地域貢献・患者図書室・大学図書館・一般開放・医科大学・大学医学部

1. 研究の背景と目的
1.1. 患者図書室の設置経緯
　病院や医学部に地域貢献が求められる時代になり，日
本医療機能評価機構による第三者評価など，大学病院は
内外の視点にさらされるようになった。評価される側に
なった大学医学部や医科大学，附属病院（以下，大学医
学部）は，選ばれるための戦略を考え，様々な患者サー
ビスの提供を試みている。診察の待ち時間の短縮や，家
族の面会時間延長，病棟の給食を温かく出す工夫など，
患者やその家族の視点にたった工夫が見られる。その
ような工夫のひとつに，患者や家族が病気や治療法を
調べるための「患者図書室」（山口， 2016；小林・野口， 
2012）による地域貢献がある。これは医療者と患者が病
気と治療法の情報を共有することが本来の目的である。
　歴史を遡ると，病院内になぜ患者図書室が設置される
ようになったかが理解できる。医療の世界では，長いこ
と，患者は情報を持たず，治療方針を医療者に全面的に
任せてきた。患者が自らのカルテを見たいと病院に申し
出ても開示が拒まれるのか常であった。医療機関による
事故隠しも頻発し，「情報不足」による医療不信が広がっ

ていた。ところが，1990年代後半から「患者本位の医療」
へ社会がシフトし始め（大熊ほか，2006），インターネッ
トの普及，情報公開法，個人情報保護法，がん対策基本
法の制定に加え，医療機関のコンプライアンス遵守など
意識改革が見られるようになった。この背景には，医療
を取り巻くステークホルダーの「よりよい医療」を目指
してきた成果がある。しかしこれで患者の情報不足が解
決したわけではない。医療者と患者が持つ情報の非対称
性や，患者のリテラシーの段階の違いがある上に，患者
や市民が必要とする情報を入手できるとは限らない（石
井， 2008）。そのような中，1970年代から，病院内でひっ
そり行われてきた患者向け図書サービスが徐々に注目を
集めるようになる（菊池・菅原， 1983）。当初は，入院患
者への読書環境を提供する目的で，ボランティアの手に
よる一般・教養書・漫画など入院患者に対する軽読書の
提供が主目的であったが，それらの本をこの教養・娯楽
的な本を病院内に集めたミニ図書館を設置し「患者図書
室」という空間・機能を誕生させる試みが徐々に全国で
広まっていく。そして前述の患者が求める医療情報入手
のひとつの手段として，医療情報を提供する「患者図書
室」注）という機能が誕生した。

1.2. 患者図書室が提供する情報に関する課題
　この患者図書室の所蔵する図書は３つに分類すること
ができる。１つ目は，一般教養書であり，文学・趣味・娯楽・
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写真集などで図書による「癒し」を提供するものである。
２つ目は医療情報で医学専門書や診療ガイドラインなど
の専門情報である。３つ目は，当事者性に共感する情報
である。病気の理解を助ける絵本や，「闘病記」や「患
者会資料」などの提供がある （石井・西河内， 2011；石
井， 2019；阿久津， 2020）。しかし，図書の選定にあたっ
ては，病院内に医療関係者で選書委員会を設置し検討す
る方法，他の患者図書室の選定方法を参考にする方法な
どにとどまっているケースがほとんどであり患者図書室
では，どのような資料を提供するか現状は模索段階（石
井， 2016；石井， 2006）であるといえる。

1.3. 医学図書館における諸問題
　この患者図書室に関連して確認しておかねばなら
ないことは大学医学部や保健医療機関に設置される
医学・医療の情報資源を有する医学図書館の現況で
ある。大学病院に限らず，中規模以上の病院には医療
者のための図書室が設置され，病院図書室または医
学図書室等の名称が用いられている。医学図書館が
所蔵する専門情報の利用は，従来，当該機関の教職
員・学生・地域の医療従事者などに限定されてきた。 
　医学図書館の資料も市民が利用を希望する声はあっ
た（伊勢， 1994）が，地域開放する機関は一部にとどま
り，患者への公開を推進する図書館界での動きは長いこ
と見られなかった。ところが，2004年 4月からの国立大
学の独立法人化に伴い国立大学附属図書館の一般開放注）

がきっかけとなり，紹介状なしで，国立の医科大学図書
館の医学専門資料にアクセスが可能となる動きが出始め
た。しかし，大学医学部は，患者図書室や医学図書館設
置の事実をあえて表面に出さない大学もあり，またWeb

サイトは，コンテンツの更新が少なく，必要最低限の情
報だけのサイトも少なくなかった。しかしながら，大学
医学部という非常に大きな医療資源が，患者図書室や医
学図書館を小さな窓口として地域社会へ有益な情報発信
をしている可能性はきわめて大きいと推察される。 一
部に患者図書室や医学図書館に関する先行研究（折井， 
2020；前田， 2015；平・平， 2009）はあるが，大学医学
部の患者図書室の地域貢献を焦点化した先行研究はあま
り見当たらない。さらに，各大学の事例報告は自校に限っ
ての報告が多く，大学医学部全体の研究はされておらず，
大学医学部が患者図書室を通して，地域医療へどの程度
貢献したか，患者に役立ったなどの幅広い見地からの検
証は極めて不十分である。したがって，大学医学部の患
者図書室が地域貢献に関してどのようなポテンシャルを
持つか，未知の可能性を探ることは極めて重要であると
いえよう。

2. 研究の目的　
　そこで本研究では，大学医学部の患者図書室の設置お
よび医学部附属図書館の現状を調査し，全国で医科大学
の地域貢献がどの程度実施され，どのような問題をかか
えているかを明らかにすることを目的とした。
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表 1 協力に関する質問項目（第 92 次日本医学図書館協会会員統計） 1 

大項目         中項目以下 

患者図書室       患者図書室（コーナー）の有無，図書室・コーナー数， 

医療・健康情報を提供している図書室・コーナー数， 

医療・健康情報を提供している図書室・コーナーの名称， 

会員の業務への関わり，提供資料の把握 

提供資料〔図書，雑誌，視聴覚資料，パンフレット， 

データベース，電子ジャーナル，電子ブック，その他] 

会員の関わる業務    資料の選定，資料の発注，目録作成，利用者対応， 

巡回サービス， イベント等の企画・運営，庶務・運営， 

その他 

公共図書館との協力   協定の有無 

協力の内容     資料選定の協力，参考調査，相互貸借， 

イベント等の共催・講師派遣，団体貸出， 

その他 

一般市民の会員館への入館・利用に関する協 

定を締結，相互貸借に関する協定を締結， 

イベント・研修など共同事業に関する協定を 

締結，その他の協定を締結 

 2 

表 2 図書館の公開に関する質問項目（第 92 次日本医学図書館協会会員統計） 3 

大項目              中項目                     小項目 

図書館の公開          図書館の公開              

公開条件の有無        公開条件 

身分証明書等の提示 

公開の範囲                      館内閲覧             館外貸出，複写サービス， 

学外複写依，情報検索，参考調

査， 施設利用，他大学の学生･

研究者 

卒業生， 

元教職員（卒業生ではない）， 

地域医療従事者，患者，製薬会

社， その他一般市民 

その他 

 4 

 5 
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3. 研究の方法
3.1. 調査の概要と手順
　先に述べたように，大学医学部の患者図書室に関する
実態調査はほとんど行われていないのが現状である。そ
こでまず，日本医学図書館協会の『第 92次特定非営利
活動法人日本医学図書館協会会員統計』（以下，会員統計）
を用いて全国の医学図書館および患者図書室の全体像を
概観するための調査を行う。会員統計から漏れている大
学医学部については，文献調査とWeb調査を実施するこ
とで補った。主として同協会の会員統計を使用し分析を
行った理由は， 大学医学部において，患者図書室では唯
一，詳細な調査項目（表 1参照）を設定しているためで
ある。医学図書館の一般開放の照会項目（表 2参照）に
ついても医学図書館に特有な利用者である医療従事者や
製薬会社などが盛り込まれており，会員統計は医学図書
館に対する適切な統計と判断した。

3.2. 各調査の概要
3.2.1. 　「日本医学図書館協会会員統計」を用いた調査
　前述した「会員統計」を使用し， 大学医学部の患者図
書室の設置状況を分析し，大学医学部が有する知的資源
をどのような形で地域に提供しているか調査を行った。
会員統計の調査項目は，医学図書館における施設・蔵書・
予算等の基礎的事項が中心だが，地域貢献の観点として
「図書館の公開」「協力」に関する照会事項が設定されて
いる。「図書館の公開」に関する設問は，患者や一般市
民の利用の可否など，「協力」は患者図書室の設置の設
問となっている。同協会の加盟館は医科大学以外に，看
護大学，歯科大学の他に保健医療研究機関，病院等に加
え，農学系，栄養系等のライフサイエンス系学部の大学
も一部が加盟している。これら 147機関（2021年 8月現

在）が正会員である。抽出は総合大学や合併した大学の
名称に注意して抽出を行った。筑波大学は，医学部の名
称を使わず「医学群」と称してしているが，本稿では「医
学部・医学群」を「医学部」の表記を用いることとした。 

3.2.2. データベース調査及び web調査
　会員統計で把握できない調査項目を補完する目的で，
医学文献データベース「医中誌Web」等を使用し文献検
索を行った。データベース調査は，患者図書室について
は，検索ワードを「患者用図書室」，「患者図書館」等の
統制語である医中誌Webの医学用語シソーラス「患者図
書館」を用い調査を行った。
　Web調査は，日本医学図書館協会の未加盟館について，
当該大学と当該病院の各々のWebサイトから患者図書室
および一般開放等の記述に関する調査を行った。会員統
計で不明や確認事項があった場合もWebサイトを使用し
調査を行った。

3.3. インタビュー調査及び文研研究
　インタビュー調査は，関連集会でのヒアリングとそれ
を補うかたちでメールでの照会を実施した。ヒアリング
では，①医学図書館と患者図書室の運営に関する問題，
②患者のニーズに関する問題，③患者図書室の地域貢
献の可能性の三つを基幹質問とする半構造化方式で実施
し，その内容をメモした。この結果とこれらの諸問題に
関する文献研究を行い医学図書館と患者図書室を取り巻
く諸問題について考察を行った。

4. 結果と考察
4.1. 「会員統計」を用いた調査からみた大学医学部の日本
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医学図書館協会加盟館数
　日本医学図書館協会の加盟館名簿を使用し，大学医学
部の調査を行った。調査の結果，大学医学部の加盟館は
70大学であり，その中には防衛医科大学校も含まれてい
た。また，日本医学図書館の未加盟館については，日本
医学図書館協会の『特定非営利活動法人日本医学図書館
協会会員名簿（2020年）』を使用し，文部科学省Webサ
イトの医科大学一覧と照合する調査を行った。調査の結
果，大学医学部全 82大学のうち同日本医学図書館協会
への未加盟は 12館であった（表 3参照）。

4.2. 「会員統計」からみた患者図書室の設置状況と提供し
ている情報の特徴
　会員統計を用いて加盟館（70館）を，続いて同協会の
未加盟館について，当該大学のWebサイトを使い患者図
書室の設置状況を調査した。加盟館（70館）と未加盟館
（12館）を合計した大学医学部（82館）を調査した結果，
国立大学では 43館中の 31館（72.0％），公立大学が 8館
中の 3館（37.5％），私立大学が 31館中の 25館（80.6％）
の患者図書室が設置されていることがわかった（表 4参
照）。
　未加盟館（12館）の患者図書室は 7大学（表 6参照）
であった。
　また，会員統計の「10．協力」の項目（表 1参照）の
結果と文献調査から患者図書室において提供される情報
を検討してみると，まず図書の選定については，大学病
院内に医師による図書委員会等を設置し，患者への情報
提供が適切な図書・雑誌等を購入されていて，この際，
内容が「科学的知見を含んでいるか」「エビデンスに基
づいた内容であるか」を図書選定の指標としていた。 そ
して患者の情報探しについては，司書がサポートを行っ
ていた。また，医療に限らず，栄養や福祉に関する本ま
で患者の疑問に応える情報を提供していた。これらの情
報は，患者が理解しやすい資料だけでなく，医学専門書，
医学データベースを揃えており，蔵書は少ないながらミ
ニ医学図書館・ミニ公共図書館の様相を呈している。な
お，有料の医学データベースは担当者が操作する運用が
多かった。
　患者図書室の設置数については，未だに全国調査が難
しい状態が続いている。全国の病院総数は 8，442施設
（厚生労働省医療施設調査 2016） （国民衛生の動向， 2018） 
と多く，各病院の経営方針や施設との兼ね合い，患者図
書室活動の理解や定義の曖昧な場合があり，実態把握は
困難である。従来，患者図書室の簡易な調査はいくつか
報告はされていたものの，全国すべての病院の悉皆調査

は存在していない。同じ設置母体や地域別でも調査が見
られたが，今回の調査の結果，意識されにくかった大学
医学部の患者図書室の実数が明らかになった（表 4参照）
ことは今後のこの種の研究を進めるうえでの基礎的な知
見として利用することが可能であろう。

4.3. 医学図書館の一般開放状況と提供している情報の特
徴
　2004年 4月に国立大学が独立行政法人に移行した。こ
の法人化移行に伴い，国立大学図書館の一般開放が実現
した。続いて公立大学においても，公立大学法人への移
行に伴い，国立大学に倣って一般開放がされている。こ
の国公立大学の法人化の際に情報公開法が適用され，「大
学の知」の象徴である図書館が自由に利用可能となった。
また文部科学省では公共図書館において，教養書・娯楽・
文学書を多く所蔵する方針に対して，「これからの図書
館像」を発表し，生活に関する課題解決型のサービスを
提示した。課題解決型のサービスの主な例は，ビジネス
情報，法律情報，健康医療情報が有名である。この提言
により多くの公共図書館が健康医療情報コーナーなど，
様々なコーナーが新設された契機となった。全国公共図
書館協議会が 2015年に実施した調査では，健康・医療
情報サービスは，都道府県立図書館では 42 館（89.4％），
市区町村立では 552 館（42.6％）であり，公共図書館に
おけるサービスとして普及したことが窺える。 このよう
な状況にも関わらず，本調査における国公立大学の医学
図書館の一般利用は，独立行政法人化により情報公開法
が適用されたにもかかわらず 100％ではなかった（表 5

参照）。これは懸念される問題であり今後の対応が望ま
れる。また，私立大学の一般公開が 31館中の 8館（25.8％）
（表 5参照）であり，各大学の経営判断や諸事情がある
とはいえ，こちらも今後の一般公開の促進に向けた内外
の改善が期待される。
　次に医学図書館で提供されている情報であるが，会員
統計の「9．図書館の公開」（表 2参照）の項目に医学専
門図書館に必要な資料種別の記載があり，その利用につ
いては各医学図書館のWebサイトにより確認でき，利用
可能または一部制限付きの利用が可能となっている。文
献調査とあわせて得られたその特徴は，①医学生・医学
研究者・医療スタッフ向けの専門書や辞典類が利用可
能であること，②国内医学雑誌や外国学術雑誌は冊子体
での閲覧は可能だが，電子ジャーナルや有料契約データ
ベースは制限を設ける場合がみられる，③貴重書や特殊
文庫は，事前許可制をとる場合などを除き，医学生・医
学研究者・臨床医，看護師ほか医療スタッフ向けの蔵書
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表 3 日本医学図書館協会の未加盟館（12 大学） 1 

筑波大学          香川大学       大分大学  

山梨大学       愛媛大学       宮崎大学  

金沢大学       佐賀大学       鹿児島大学 

三重大学       熊本大学       琉球大学 

 2 

 3 

 4 

表 4 大学医学部の患者図書室設置状況 5 

設置      大学数    患者図書室（箇所）   設置率（％） 

国立大学      43        31         72．0 

公立大学       8         3         37．5 

私立大学      31        25         80．6 

合計       82        59         71．9 

※防衛医科大学校は国立大学に含める 6 

 7 

 8 

表 5 医学図書館の一般開放（館内閲覧：その他一般利用者の利用の可否） 9 

設置     総数     医学図書館の開放      設置率（％） 

国立大学     43          40          93．0 

公立大学          8                   6                  75．0 

私立大学         31                   8                  25．8 

合計           82                  54                  65．8 

※防衛医科大学校は国立大学に含める 10 

 11 

 12 

 13 
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 表 6 日本医学図書館協会未加盟館の患者図書室の設置（12 大学のうち 7 大学） 1 

大学名 患者図書室の名称 

筑波大学 

金沢大学 

三重大学 

香川大学 

愛媛大学 

熊本大学 

大分大学 

「桐の葉文庫」 

院内図書室 

リボンズハウス 

オリーブの郷・さと 

ひだまりの里 

ライブラリー・インフォメーション 

患者図書室 

 2 

 3 

 4 

図 1 図書館の種類による情報資源の違い 5 

 6 

が中心のため，家庭医学書や健康雑誌の所蔵はない，と
いったものであった。

4.4. インタビュー調査と文献研究から見えてきた患者図
書室を巡る諸問題
4.4.1. 患者図書室の普及を妨げる人的問題
　多くの患者図書室では，正規職員が配置されることは
少なく，医学図書館とは別組織として人事を行っている
場合が多い。そのような患者図書室が多い中，東京女子
医科大学は 2003年の患者図書室「からだ情報館」オー
プン当初からユニークな人材配置 （桑原， 2005）をおこ
なっている。この患者図書室は 2004年 4月より，図書
館司書 1名（常駐，医学図書館員），看護師 1名（受診

相談業務の 3名で交替制），ボランティア 1名 /日の体
制で運営されている。図書館司書は現役の医学図書館員
であり全体のマネジメントを担当している。看護師は利
用者に医療上のアドバイスと情報面の利用者サポートを
行う （荒木ほか， 2005）。利用者の「医療相談」は医学図
書館員ができないことを逆手にとり，看護師の配置を英
断したのである。 看護師ボランティアは定年退職の元看
護師長である。このように従来の患者図書室に見られな
かった看護師の配置は画期的であった。もちろん各地の
ボランティアには元看護師もたくさんいたであろう。し
かし，患者図書室において看護師の職位を標榜する勤務
体制は，医学図書館・公共図書館では実現困難なことで
ある。
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　この東京女子医科大学の事例は，患者図書室で看護師
の医療相談と，医学図書館員による資料相談の両方がワ
ンストップで可能となったのである。この東京女子医科
大学の患者図書室「からだ情報館」の設置は，「当大学
の地域公開，一般公開に対する 1つの回答である。」（桑原， 
2005）と理解することができる。
　東京女子医科大学に続いて東邦大学は，2005年 4月に
「からだのとしょしつ」を開設した（押田， 2005）。開設
当時のスタッフは， 同大医学図書館の司書 1名 （3名の交
代制） が常駐し，2006年から 5名のボランティアが参加
している。
　この患者図書室は，①インフォームドコンセントを推
進するために患者に質の高い医学情報を提供すること，
②病院内に癒しの空間を提供する，ことを目指して設置
された。このような患者と医療者のパートナーシップを
もとにした運営方針は，病院長が委員長を務める運営委
員会がサービスや選書の責任を持ち，病院予算により運
営を行っている（押田， 2013；児玉， 2016；岡田， 2018）
ことにより実現されたと考えることができる。 

　東京女子医科大学や東邦大学の患者図書室は，医学図
書館の現役司書を患者図書室へ勤務させたことでもユ
ニークである。東京女子医科大学は医学図書館員と看護
師が患者図書室に常駐という形をとっている。また東邦
大学大森病院の患者図書室「からだのとしょしつ」は，
医学図書館所属の司書である現役医学図書館員が常駐
し，さらにベテラン医学図書館が再任用されている。高
度な医学文献の提供スキルを持った医学図書館員の患者
図書室での人材活用は，種々の患者図書室の抱える課題
を解決していくうえで最も望ましい運営形態だと考え
る。その理由としては，第一線で地域住民の情報ニーズ
と対峙し，地域住民の医療情報ニーズへの「土地勘を知
る」ことができることにあるといえよう。医学図書館員
が患者図書室の勤務を経験することで，患者ニーズを医
学図書館へ還流することも期待できる。例えば，退職し
た医学図書館員を非常勤職員や再雇用で任用し，長年蓄
積した医学情報の探索ノウハウを患者図書室で活かして
もらうことは双方にメリットがあるはずである。医学図
書館員は図書館界の中でも勉強熱心な図書館員として知
られている （諏訪部ほか，2010）。そのノウハウは患者図
書室の地域貢献度をより向上させる原動力になると考え
られる。

4.4.2. 患者図書室の地域貢献
　大学医学部の持つ医療資源のひとつである患者図書室
は，全国大学 82大学中 59大学（71.9％）に設置されて

おり，医学図書館は 82大学中 54大学（65.8％）が特別
な条件を経ないで利用可能であることがわかった。患者
図書室のあるすべての大学が，医学図書館を一般開放し
ているわけではなく，その逆も同様である。82大学中に
両施設が設置及び一般開放が 7割前後近くで実施されて
いる。これらの実施状況を地域貢献と捉えると，医学情
報を求める地域住民にとって，大学の信頼を背景にもっ
た力強い情報資源といえるのではないだろうか。豊富な
情報資料が無料で，匿名で閲覧・調査できる場所が存在
することは，患者とその家族，地域住民へ選択肢を提供
し，当事者主体の医療に欠かせない条件と言えるからで
ある（西河内・石井，  2016）。1990年代の患者は，病院
や病気の情報探しに多大な労力がかかったが，登場した
てのパソコン通信を使い，必要な情報を求めようと必死
に情報交換を行った （埴岡， 1998）。
　現在では，公共図書館や書店で「家庭医学書」や「健
康雑誌」を容易に入手が可能である。そして，書名から
病名がわかりにくい闘病記や患者会冊子は徐々に図書館
分類が与えられ，アクセスの可能性を拡げている。この
家庭医学書のようなわかりやすい情報と，闘病記などの
探しにくい情報は公的にアクセス保障が進んでいる（石
井， 2016）。医学専門書や医学雑誌は，住民が身近に利用
できる公共図書館ではアクセスが困難である。一般開放
が進んだことで，医学文献を頂点とする医療情報のピラ
ミッド（石井， 2008）すべてのレベル（図 1参照）への
アクセスの道が開かれたといえる。学術情報インフラが，
一般開放されたことで専門情報を求める患者への社会イ
ンフラへと進化した。この恩賜を受けるのは住民である
ことから，全国の主要都市で「医学の知」へアクセス保
証がされることは，上流から下流までの医療情報を地域
内で入手が概ね完結できることをさしていると考えられ
る。
　加速する高齢化社会への対応として，看護・医療大学
が続々と新設されている。その大学数は大学医学部の数
倍に及ぶ。これらの大学には教育研究施設として図書館
は必置とされている。図書館という古典的な「知の殿堂」
は，過去数百年に渡って医療者が医学知識を独占してき
たひとつの象徴的な施設であり機能であると言える。
　その独占されてきた知が 2000年初頭頃にようやく患
者や市民に開放されたことになる。もちろんインター
ネットの普及や大学改革の影響もある。しかし，1990年
代まで自ら出身大学の医学図書館でさえ，医療者ではな
いという理由で入館を拒否された事例（伊勢， 1994）に
思いを馳せると，患者図書室と一般開放は「豊富な医学・
医療情報の市民への解放」という位置づけになるのでは
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ないだろうか。

5. 結語
　本研究の目的は，大学医学部の患者図書室の設置およ
び医学部附属図書館の現状を調査し，全国で医科大学の
地域貢献がどの程度実施され，どのような問題をかかえ
ているかを明らかにすることであった。この目的を達成
するために日本医学図書館協会の「第 92次特定非営利
活動法人日本医学図書館協会会員統計」を用いた調査，
インタビュー調査，文献研究の方法を用いて検討した。
本研究の結果，結論として以下のことが明らかになった。
全国の大学医学部の 7割前後に患者図書室設置と，医学
図書館の一般開放が行われており，概ね煩雑な手続きな
しで利用可能であった。
　医学図書館は，書店や公共図書館が扱うわかりやすい
情報とは異なる，科学的根拠に基づいた情報を有してい
た。
　大学医学部の正規職員の専任司書が常駐する「患者図
書室」があり，専任司書を窓口として，高度な医療情報
の文献提供スキルが地域住民へ還元されていた。
　私立大学の一般公開率については低調ではあるが，私
立大学ならではの人材配置などユニークな運営方法を誕
生させた先行大学による，私立大学の一般公開促進と患
者図書室の質の向上の牽引が期待される。
　以上のことから，患者図書室や医学図書館は，地域住
民にとって高度な医学情報へのアクセスするための窓口

として全国の医学部で７割前後近くに整備されており，
そこで触れる「大学の知」を通して，市民生活を豊かに
する可能性が期待される。このことで，書店，公共図書館，
医学図書館の施設がそれぞれ持つ情報を，地域住民が必
要性に応じて自由に使い分けできる環境が整うこととな
る。大学医学部が患者図書室や医学図書館を整備により
注力することで，医学情報アクセスのための社会インフ
ラとなりえる可能性が示唆された。

利益相反
本論文に関して，開示すべき利益相反関連事項はない。

注）本研究では，患者向けの図書室およびその機能を患
者図書室と定義する。提供する資料は，一般図書および
医療関係図書のどちらか，または両方の提供がされてい
るものとする。一般開放については，医学図書館または
附属病院・分院において，当該大学関係者でない一般利
用者が，公共図書館等からの紹介状を持参せず，簡便な
手続きを経て入館・利用できることを指す。
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